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１．子育て世帯等に対する住宅ローン控除の上乗せ措置の概要 

 令和 6 年度税制改正により、令和 6 年入居の「特例対象個人」に

該当する場合には、右図のとおり住宅ローン控除の借入限度額が上

乗せされることになりました。「特例対象個人」とは、子育て世帯や

若者夫婦世帯のことで、具体的には以下の者を指します。 

① 年齢19歳未満の扶養親族を有する者 

② 年齢 40 歳未満であって配偶者を有する者、又は年齢 40 歳以上

であって年齢40歳未満の配偶者を有する者 

 国税庁が令和 6年 6月 28日に公表した法令解釈通達では、特例 

対象個人の判定について新たに以下の取り扱いが示されました。 

２．一の個人の扶養親族等が他の個人の扶養親族に該当する場合 

 次の①②の場合には、いずれの個人も年齢の要件さえ満たせば特

例対象個人に該当します。 

①一の個人(Ｂ)の配偶者(Ｃ)が他の個人(Ａ)の年齢 19歳未満の扶養 

親族(Ｃ)にも該当する場合【図1】⇒Ａ、Ｂが特例対象個人 

②2以上の個人(Ｄ、Ｅ)の年齢 19歳未満の扶養親族(Ｆ)に該当する 

者がある場合【図2】⇒Ｄ、Ｅが特例対象個人 

つまり、判定の基になった配偶者や扶養親族が同一の者であって

も、それぞれの特例対象個人で住宅ローン控除の上乗せ措置の適用

を受けることができます。②の場合の注意点としてＤ、Ｅの双方が特例対象個人に該当し、住宅ローン控除の上乗せ措

置の適用を受けるには、子Ｆが両親Ｄ、Ｅそれぞれの扶養親族に該当することが必要です。ここでの扶養親族とは、「19

歳未満であること」「合計所得金額が48万円以下であること」「生計を一にしていること」の3要件を満たす親族をいい

ます。生計を一にするとは、必ずしも同居を要件とするものではなく、勤務・修学等の余暇には起居を共にすることを

常例としている場合、常に生活費・学資金等の送金が行われている場合には生計一として取り扱うこととされていま

す。したがって、例えばＤ、Ｅの離婚後、母親Ｅが子Ｆを引取り同居し、父親Ｄが子Ｆの養育費を負担している場合、

子Ｆは父親Ｄ、母親Ｅ双方の扶養親族に該当し、Ｄ、Ｅはいずれも特例対象個人として住宅ローン控除の上乗せ措置の

適用を受けることができます。ただし、扶養控除については父親Ｄ、母親Ｅのいずれか一方でしか適用することができ

ないため注意が必要です。（【図1】についても同様） 

３．年の中途において死亡した者の親族等が扶養親族に該当するかどうかの判定 

特例対象個人として住宅ローン控除の上乗せ措置の適用を受けようとする個人に「19 歳未満であること」「生計を一に

していること」の 2 要件を満たす親族がいたとしても、当該親族の合計所得金額が 48 万円超になると扶養親族に該当せ

ず、適用を受けることができません。 

個人が年の中途において死亡した場合、親族がその個人の扶養親族に該当するかどうかは、その死亡の時の現況により

見積もったその年中の当該親族の合計所得金額により判定します。例えば、個人（父親Ｇ）が令和6年 11 月 18 日に死亡

した場合、子Ｈ（19歳未満・父親Ｇと生計一）の合計所得金額が11月 18 日時点で 45万円ですが、年末までにアルバイ

ト収入の見込みがあるなどして、同日時点で見積もった令和 6 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの合計所得金額が 48 万円

超となる場合は、扶養親族に該当せず、住宅ローン控除の上乗せ措置の適用を受けることができません。 

扶養控除については、死亡時またはその年12月 31日時点で扶養親族に該当するかどうかにより判定します。したがっ

て、父親Ｇの準確定申告の際、死亡の時の現況で子Ｈにつき扶養控除の適用を受けた場合であっても、その後母親Ｉが子

Ｈを扶養することとなった場合には母親Ｉの確定申告においても扶養控除の適用を受けることができます。 

４．まとめ 

子育て世帯等に対する住宅ローン控除の上乗せ措置の適用は令和6年入居に限ることとされています。しかし、適用対

象者の判定について法令解釈通達が新設され、令和7年度税制改正で適用が延長される予定です。住宅ローン控除をご検

討されている方、ご不明な点がございましたら弊社までいつでもご連絡ください。 
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住宅ローン控除上乗せ措置の適用対象者の判定 

(注)省エネ基準を満たさない住宅であっても令和5年12月31日までに新築の建築

確認を受けるか、又は令和 6 年 6 月末までに竣工済みである場合は借入限度額を

2,000万円・控除期間を10年間とし、住宅ローン減税の対象。 
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